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東京から最も遠い都市

宮古市長 熊 坂 義 裕

改革なくして合併なし

「宮古」の取り組み

資料２（熊坂市長提出資料）
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面積６９７K㎡面積６９７K㎡

人口60,251人
(H17国勢調査)

人口60,251人
(H17国勢調査)
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宮 古 市 の 概 要

・ 平成１７年６月６日に旧宮古市、旧田老町、旧新里村が市町村合併

・ 合併後の人口 ６０,２５１人（平成１７年国勢調査人口）

・ 合併後の面積 ６９６.８２平方キロメートル

・ ６５歳以上の高齢者の割合２６．０％(Ｈ１７合併後)

・ 合計特殊出生率１．６７（Ｈ１３～１７平均）

・ 最寄の新幹線駅まで２時間、インターチェンジまで２時間、飛行場まで２時間３０

分、県都盛岡まで２時間、東京まで４時間３０分、人口５万人以上の都市で東京

からの時間距離が最も遠い

・ 広大な面積の多くを森林が占め(９０．１%)、その中に集落が点在していることか

ら、上下水道等のライフライン、消防屯所、公民館など公共施設の配置が集落

ごとに必要

市役所のあり方そのものを根本から見直す構造改革

究極の行財政改革→市町村合併（特色ある地域づくり）

従来の行政改革の限界

自立した自治体の構築、スリムで効率的な行政の実現
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徹底した行財政改革

・ 「合併は究極の行財政改革」：Ｈ17年6月6日 旧宮古市、旧田老町、旧新里村が合併
・ 給与水準の適正化：ラスパイレス指数93.3（Ｈ18年）
・ 正職員数の見直し：753人（Ｈ16.4.1）⇒65７人（Ｈ19.4.1）12.6%、96人の削減
・ アウトソーシング：養護老人ホームをはじめ指定管理者制度移行施設78施設
・ 入札制度改革：エントリー型入札の導入により落札率98.5％（Ｈ12）⇒88.0％（Ｈ19.3）
・ 学校統合：小中学校8校統合（Ｈ9以降41校⇒33校）

・ 「合併は究極の行財政改革」：Ｈ17年6月6日 旧宮古市、旧田老町、旧新里村が合併
・ 給与水準の適正化：ラスパイレス指数93.3（Ｈ18年）
・ 正職員数の見直し：753人（Ｈ16.4.1）⇒65７人（Ｈ19.4.1）12.6%、96人の削減
・ アウトソーシング：養護老人ホームをはじめ指定管理者制度移行施設78施設
・ 入札制度改革：エントリー型入札の導入により落札率98.5％（Ｈ12）⇒88.0％（Ｈ19.3）
・ 学校統合：小中学校8校統合（Ｈ9以降41校⇒33校）

人件費削減効果を二大施策に重点配分
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交通インフラのハンディを逆手に取った産業振興

・ 遠い故に困難なセットメーカーの立地：物流コストがかからないコネクター、金型企業を誘致
・ 日本有数の精密コネクター産地：世界中の携帯電話の３割に宮古産コネクター

※ コネクターの工業出荷額
全 国 5,526億円
岩手県 429億円（東京都、大阪府に次いで国内第3位）
宮古市 283億円

・ コネクター、金型産業の集積：企業数30社、従業員1,700人（製造業就業人口のおよそ３５％）
・ 市内高等学校の就職率：100％
・ 技術力向上のための支援：研究会、ネットワークづくり
・ 工場設置優遇措置：固定資産税の免除、雇用奨励金、企業立地補助金の交付
・ 都市所得ランキング 岩手県内第４位
高速交通網に恵まれた盛岡市（30万人）、北上市（9万人）、奥州市（13万人）に次ぐ。

・ 遠い故に困難なセットメーカーの立地：物流コストがかからないコネクター、金型企業を誘致
・ 日本有数の精密コネクター産地：世界中の携帯電話の３割に宮古産コネクター

※ コネクターの工業出荷額
全 国 5,526億円
岩手県 429億円（東京都、大阪府に次いで国内第3位）
宮古市 283億円

・ コネクター、金型産業の集積：企業数30社、従業員1,700人（製造業就業人口のおよそ３５％）
・ 市内高等学校の就職率：100％
・ 技術力向上のための支援：研究会、ネットワークづくり
・ 工場設置優遇措置：固定資産税の免除、雇用奨励金、企業立地補助金の交付
・ 都市所得ランキング 岩手県内第４位
高速交通網に恵まれた盛岡市（30万人）、北上市（9万人）、奥州市（13万人）に次ぐ。

多様な子育て支援

・ 大幅な保育料の軽減（軽減率42％）
・ 幼稚園保育料と幼稚園預かり保育料の軽減
・ 就学前児童の医療費を完全無料化
・ 妊婦、乳児健診における無料健康診査票の拡充
・ つどいの広場（子育て支援センター）を大型ショッピングセンター
内に設置

・ ファミリーサポートセンター事業をＮＰＯ法人に委託
・ 特別保育事業（一時保育、病後時保育、障害児保育）の実施
・ 学童の家（放課後児童クラブ）を全ての小学校区に設置

・ 大幅な保育料の軽減（軽減率42％）
・ 幼稚園保育料と幼稚園預かり保育料の軽減
・ 就学前児童の医療費を完全無料化
・ 妊婦、乳児健診における無料健康診査票の拡充
・ つどいの広場（子育て支援センター）を大型ショッピングセンター
内に設置

・ ファミリーサポートセンター事業をＮＰＯ法人に委託
・ 特別保育事業（一時保育、病後時保育、障害児保育）の実施
・ 学童の家（放課後児童クラブ）を全ての小学校区に設置

合計特殊出生率
（Ｈ13~17平均）

１．６７
岩手県 １．３６（Ｈ17）
全 国 １．２５（Ｈ17）

合計特殊出生率
（Ｈ13~17平均）

１．６７
岩手県 １．３６（Ｈ17）
全 国 １．２５（Ｈ17）
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行政改革の取り組み

～ 行政改革から構造改革へ ～
■定員管理と給与水準の適正化－アウトソーシングによる人件費の抑制。

ラスパイレス指数93.3(H18)

■組織のフラット化・グループ制の導入－部課長への人事権付与。部課長以外の役職を廃

止し迅速な意思決定を促す組織のフラット化。固定的・縦割り的な係体制をやめ機動的・流動

的なグループ制への移行

■事務事業評価－平成12年度導入、事務事業の見直しによる職員数の抑制

783人(H13.4.1)⇒753人(H16.4.1)⇒713人(H17.6.6：合併時)⇒657人(Ｈ19.4.1)

■バランスシート－平成11年度一般会計(東北の市で初)、平成12度特別会計、企業会計と

の連結バランスシートを公開

■アウトソーシング、ＮＰＯ、指定管理者制度－社会福祉協議会は独立採算(市からの人

件費補助なし)。勤労青少年ホーム等をＮＰＯへ管理運営委託(県内初)。指定管理者制

度を利用し養護老人ホームを競争原理でアウトソーシング(県内初)。現在指定管理制度

移行施設は78施設

■入札制度改革

エントリー型入札の導入により落札率98.5％（H12）⇒88.0％（H19.3）
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市町村合併に伴なう人件費の削減

■市議会議員報酬の削減効果

・合併特例法による在任特例を１１ヶ月適用。旧３市町村の議員５１人が平成１８年５

月からは３０人(２１人削減)、報酬額は年額約５,０００万円の削減、１５年間の削減

額６億９,９００万円

■三役等特別職人件費の削減効果

・旧３市町村の特別職(三役及び教育長)１０人を合併後３人(助役が収入役の事務を

兼掌)としたことから、年額９,４９５万円、１５年間で１４億２,１２５万円の削減

・地域自治区における地域協議会委員(会長含む)を非常勤の特別職とし、審議会委

員と同程度の報酬(会長で年額４３,２００円程度)に抑制

■行政委員会等報酬の削減効果

・選挙管理委員会、監査委員会などの行政委員会の統合、その他審議会等の統廃

合を行い、年額２,７００万円、１５年間で４億１,２００万円の削減

■一般職員人件費の削減効果

・総務・企画・管理部門等の統合と退職者の４割補充により１５年間で２３２人削減し、

２２億円削減

■以上により４７億３,２２５万円の削減効果
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市長、副市長、教育長除きの職員数及び人件費の推移（３市町村の合計）市長、副市長、教育長除きの職員数及び人件費の推移（３市町村の合計）

450

500

550

600

650

700

750

800

H13.4.1 H16.4.1 H17.6.6 H21.4.1 H26.4.1 H31.4.1

調査等現在日

職員数（人）

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

600,000

650,000

700,000

人件費（万円）

職員数（人）

人件費（万円）

平成１７年度から平成２１年度までの５年間で、平成１６年度末定員の１０％の定員合理化目標平成１７年度から平成２１年度までの５年間で、平成１６年度末定員の１０％の定員合理化目標国の行政機関の定員の削減率（％）国の行政機関の定員の削減率（％）

平成１７年度５平成１７年度５,,５４９人、平成１８～２１年度２７５４９人、平成１８～２１年度２７,,６８１人の定員合理化目標６８１人の定員合理化目標国の行政機関の定員（人）国の行政機関の定員（人）

２２..８８－－地方公務員の削減率（％）地方公務員の削減率（％）
平成１１年から平成１６年までの削減率４平成１１年から平成１６年までの削減率４..６％６％

３３,,０８３０８３,,５９７５９７３３,,１７１１７１,,５３２５３２地方公務員数（人）地方公務員数（人）

２１２２１２,,００００００１６８１６８,,００００００１００１００,,８００８００５６５６,,００００００２６２６,,４００４００－－宮古市人件費削減額（万円）宮古市人件費削減額（万円）

４１４４１４,,４００４００４５８４５８,,４００４００５２５５２５,,６００６００５７０５７０,,４００４００６００６００,,００００００６２６６２６,,４００４００宮古市人件費（万円）宮古市人件費（万円）

３３３３..８８26.26.８８１６１６.1.1８８..９９４４..２２－－宮古市職員数削減率（％）宮古市職員数削減率（％）

５１８５１８５７３５７３６５７６５７７１３７１３７５３７５３７８３７８３宮古市職員数（人）宮古市職員数（人）

Ｈ３１．４．１Ｈ３１．４．１Ｈ２６．４．１Ｈ２６．４．１Ｈ２１．４．１Ｈ２１．４．１Ｈ１７．６．６Ｈ１７．６．６Ｈ１６．４．１Ｈ１６．４．１Ｈ１３．４．１Ｈ１３．４．１

※宮古市職員数及び人件費のうち、平成１３年度及び平成１６年度のデータは、合併前３市町村のデータの合計である。

平成１３年度、平成１６年度、平成１７年度は、市長、助役、収入役、教育長除きのデータである。

平成２１年度以降のデータは、宮古市人件費の単価が現在と変更なしという条件でのデータである。

地方公務員数は、平成１６年地方公共団体定員管理調査結果による。

地方自治法の改正に伴い、平成１９年４月、「助役」に代わって「副市長」が、「収入役」に代わって一般職の「会計管理者」が設置された。

市町村合併

２年前倒し
でH19年度

に達成
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指定管理者制度を利用し養護老人ホームを指定管理者制度を利用し養護老人ホームを
競争原理でアウトソーシング競争原理でアウトソーシング((県内初県内初))

社会福祉法人も構造改革で元気に

＜平成６年＞
・職員数４人
・予算額46,140千円

○社会福祉法人宮古市社会福祉協議会

＜平成１７年(旧３市町村の社協合併)＞
・職員数256人（うち常勤46名）
・予算額797,793千円
・身体障害者、精神障害者、難病患者
に関する事業や福祉施設の管理運
営等実施

・独立採算(市からの人件費補助なし)
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経営経営会議会議（重要施策意思決定）（重要施策意思決定）

担当部検討

関係部調整

経営会議

管理の論理 経営の論理

成果主義

改革志向

個性重視

戦略志向

市場志向

協働志向

市民への説明責任

顧客志向

部門経営志向

経営者への説明責任

執行重視

形式主義

横並び主義

ばらまき主義

公共独占

内部合理性重視

中央集権主義

担当部主導による

・審議結果の明確化

・迅速な意思決定

新公共経営(ＮＰＭ)の視点

政
策
調
整
会
議

必要に応じて

必要に応じて
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組織のフラット化組織のフラット化 縦型組織から横型組織への転換縦型組織から横型組織への転換

（高階層から低階層へ）（高階層から低階層へ）

○課長補佐、係長層を廃止し、新たに担当長層を設置○課長補佐、係長層を廃止し、新たに担当長層を設置

課長

課長補佐

係 長

主任・主事

課長

担当長

（主幹・副主幹・主査）

主任・主事



・効果的な組織目標の達成と組織モチベーションの向上(ベクトル統一)

・人材育成 職員１人ひとりが目標を設定 自己管理による能力開発

・ＯＪＴ及びアカウンタビリティのシステム化

・ＮＰＭとＰＰＰによる行政運営の推進

・主要事務事業の進行管理には、既に目標による管理を導入済み

・目標のブレイクダウンとコミットメント(合意)による目標設定

・部下の指導育成のため、面談やコーチングを実施

・成果の確認(施策評価・事務事業評価とリンク)、最終成果の確認・評価

・評価結果は本人にフィードバックし、次年度のグループ編成や事務分担

目標設定、職場研修など、各職場における能力開発に活用

宮古型MBO(Management By Objects=目標による管理)の概要

・組織文化レベルの向上と管理監督者のマネジメント能力の向上を図り
ＭＢＯの真髄(本物の力量)を更に発揮⇒組織目標の達成、人材の育成

【目的】

【環境】

【内容】

【展開】
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●つどいの広場の開設（Ｈ１３．５～） 駅前大型ショッピングセンター内に設置

●ファミリーサポートセンター事業の実施（Ｈ１８．６～）→ＮＰＯ委託
老人との交流などＮＰＯの独自事業との相乗効果

●病後児保育事業の開始（Ｈ１８．４～）
保育施設併設型（看護師、保育士を配置）

▼子育て支援の窓口の一本化 ⇒ 子育て支援室の設置（H１７．６)

▼経▼経済的負担の軽減済的負担の軽減

●保育所保育料の軽減 １８％→４２％

●幼稚園保育料の負担軽減

・ 幼稚園就園奨励費の市単独割増し補助 同一所得階層の保育所保育料との不均衡を改善

・ 幼稚園預かり保育料軽減補助（延長保育料に対する補助） 最大で月額４千円まで補助

●就学前児童医療費無料化（Ｈ１３年度～）

●出産一時金の委任払いの早期実施

・ ３５万円：Ｈ１８年４月から実施（通常は１０月から）

▼児童の健全育成の推進

●学童の家（放課後児童クラブ）の設置（１３箇所）
指定管理者制度を導入：ほぼ全ての小学校区に設置

●乳幼児ふれあい体験
全ての保育所（１９箇所）、児童館（４箇所）で実施 → 中高生が対象

子育て支援策

▼子育て支援サービスの充実



①「宮古金型研究会」設立

②「市と岩手大学との相互友好協力協定」締結

③「宮古・下閉伊モノづくりネットワーク」設立

④「モノづくりの出来るひとづくり 寺子屋」開講

⑤「宮古市産業振興センター」設立
「岩手県立宮古高等技術専門学校」に、「金型
技術科」設立 平成１９年４月～

①「宮古金型研究会」設立

②「市と岩手大学との相互友好協力協定」締結

③「宮古・下閉伊モノづくりネットワーク」設立

④「モノづくりの出来るひとづくり 寺子屋」開講

⑤「宮古市産業振興センター」設立
「岩手県立宮古高等技術専門学校」に、「金型
技術科」設立 平成１９年４月～

①固定資産税の課税免除(３年間)
②利子補給金の交付
③雇用奨励金の交付
④企業立地補助金の交付

工場の新築 平成１６～１８年 ９件
市の負担 平成１７～１９年度

２億４，９０１万円

①固定資産税の課税免除(３年間)
②利子補給金の交付
③雇用奨励金の交付
④企業立地補助金の交付

工場の新築 平成１６～１８年 ９件
市の負担 平成１７～１９年度

２億４，９０１万円

①宮古地域管内高校の就職率 ②都市所得ランキング 岩手県内第４位
平成１７年３月卒業 100% 高速交通網に恵まれた盛岡市(30万人)、
平成１８年３月卒業 100% 北上市(9万人)、奥州市(13万人)に次ぐ。

①宮古地域管内高校の就職率 ②都市所得ランキング 岩手県内第４位
平成１７年３月卒業 100% 高速交通網に恵まれた盛岡市(30万人)、
平成１８年３月卒業 100% 北上市(9万人)、奥州市(13万人)に次ぐ。

コネクターの工業出荷額
全国 ５,５２６億円
岩手県 ４２９億円 (大坂府・東京都に次ぐ第３位)

宮古地域 ２８３億円
＊世界の携帯電話の３割に使用されています。

企業数３０社 従業員約1,700人

コネクターの工業出荷額
全国 ５,５２６億円
岩手県 ４２９億円 (大坂府・東京都に次ぐ第３位)

宮古地域 ２８３億円
＊世界の携帯電話の３割に使用されています。

企業数３０社 従業員約1,700人

宮古市の産業発展宮古市の産業発展

第１期 天然資源依存型の伝統的地場産業

水産加工業 江戸期～

第１期 天然資源依存型の伝統的地場産業

水産加工業 江戸期～

第２期 国策としての重工業
昭和１４年～ 戦災で中断後、戦後復興

第２期 国策としての重工業
昭和１４年～ 戦災で中断後、戦後復興

第３期 木材港の完成と合板産業の集積

昭和４２年～

第３期 木材港の完成と合板産業の集積

昭和４２年～

第４期 ヒロセ電機の進出による
コネクター産業の集積 昭和49年～

第４期 ヒロセ電機の進出による
コネクター産業の集積 昭和49年～

関連企業の進出
関連企業の進出 地場企業の創業

地場企業の創業

地域の天然資源に全く依存しない業種
必要な資源は、「人材」のみ

地域の天然資源に全く依存しない業種
必要な資源は、「人材」のみ

宮古地域は日本有数のコネクター産地宮古地域は日本有数のコネクター産地

地域の取り組み地域の取り組み

市の工場設置優遇措置市の工場設置優遇措置

宮古市の産業振興宮古市の産業振興
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合併の主な効果

行政経費の削減に伴う財政基盤の安定

公共施設・防災施設の整備促進

高い行政サービス水準の確保

各種団体の統合（福祉協議会、商工団体、観光団体、体育団体等）

行政課題に対応する新たな部署の設置が可能に

合併に伴う不安の解消

広域化に伴う住民不安の軽減
・地域住民の意見を反映させるため地域自治区を設置

・地域文化の保存・伝承や市民活動支援のため地域創造基金を設置

・地域住民の利便性に配慮し旧町村役場に総合事務所を設置

市民参画・協働促進のための仕組みづくり
・自治基本条例の制定（市民参画条例、市民協働条例、住民投票条例制定予定）
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宮古市自治基本条例

①まちづくりの基本原則
「市民の参画」、「協働」、「共生」のまちづくり

②自治体運営を担う三者の責務等
●市民の権利

「参画する」、「情報を知る」、「サービスを受ける」、「生涯学ぶ」
●市民の責務

「主体としての自覚」、「尊重・協力」、「発言、行動への責任」
●宮古市の責務

「効率的な市政運営」、「職員の公平・公正の職務遂行」
●市議会の責務

市政の「監視」、「チェック」、「けん制」の機能を果たす。

③市政運営の原則
「過程からの市民参画」、「市民の事前意見表明の機会の確保」

地方分権時代にふさわしい自立したまちづくりを目指します！
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地方分権時代にふさわしい自立したまちづくりで大切なこと！

●市民自らがまちづくりを行っていく主体 ⇒ 「市民主権」

●市民が主体的に地域課題等の解決に 向けて
ともに考え行動する。⇒ 「市民自治」

宮古市の最高規範
他の条例、規則等を制定する際は、宮古市自治基本条例が最大限

尊重されなければならない。

主な特色
●住民投票の請求及び投票権

・18歳以上の市民5分の1以上の署名
・投票権も18歳以上の市民

●育てる条例 【市民自治推進委員会の設置】
・地域社会の情勢の変化に対応できるよう定期的に実効性が保た
れているかどうか検証し、必要であれば見直しの検討を行う。



2020

地域文化の保存・伝承や市民活動を地域文化の保存・伝承や市民活動を
支援する域創造基金支援する域創造基金

平成19年度田老地区地域創造基金事業

－ 日本一の地域運動会 －

第61回田老地区体育大会

単位：千円

■ 潮里たろうまるごと体験事業
（事業費：１，７８０ 基金：１，６４０）

■ 田老地区自然文化伝承事業
（事業費： ５２９ 基金： ４７５）

■ けげだす村工房まつり
（事業費：１，０４３ 基金： ４４３）

■ 末前・青倉地区交流事業
（事業費： ２４５ 基金： １４３）

■ たろう大漁まつり
（事業費：１，７５０ 基金： ２５０）

■ 第61回田老地区体育大会
（事業費：２，５６７ 基金：１，６９４）

■ おらほの夏祭り２００７
（事業費：４，２４８ 基金：２，５００）

計 事業費：１２，１６２ 基金：７，１４５


